
（別記） 

令和５年度田子町地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

当町は、青森県の最南端に位置し、南は岩手県二戸市・八幡平市、西は秋田県鹿角   

市、北東は三戸町に隣接する県境の町であり、町の面積の約８割が森林となっている。 

 西部地帯に山岳が連なり、そこから源を発する種子川、相米川、熊原川が町を南北に   

４分する形で東に向かって流れている。 

  その河川沿いの平地に水田が拓け、集落が点在し、農地面積２，６２０ｈａのうち、水

田は８８１ｈａと全体の約３３％を占め、一戸当たりの水稲平均作付面積は約８２ａであ

る。 
中山間地に位置しているため、耕作面積の小さい水田も多く、湿田などの畑作野菜作付

け条件の厳しい水田なども多く見られる。また、地形的には内陸に位置しているが、昔か

ら「やませ」の影響を受けやすく、冷害による被害を受けてきた地域でもある。稲作を中

心に野菜や園芸作物、畜産などを組み合わせて行う複合経営が主体的に行われており、主

な振興作物としては、にんにく・えだまめ・そば・飼料作物などが生産されている。 
にんにくは、「たっこにんにく」の名称で地域商標登録を行い、町の重点振興作物として

重要な基幹作物である。令和２年度より販売可能となった当町オリジナル品種「美六姫」

についても高品質及び生産量の増加を目指している。 

えだまめは、珍しい枝付きでの販売によって差別化を図っているが、各産地でも多様な

種類のえだまめが生産されているため一層の差別化及び工夫をし、販路拡大を目指してい

る。 

そばは、新田地区で明治時代から利用されてきた茅葺き小屋の水車で搗いたそばを振る

舞うそばまつりが開催されている。生産量については、年々増加している状況ではあるが

が持続できていないため、生産向上の取組により安定した生産量の確保を目指している。 

飼料作物は、肉用牛が 1,400 頭を超える町の畜産の生産拡大及び粗飼料自給率の向上に

必要な作物である。近年、飼料の価格高騰により畜産農家を中心に飼料作物の作付面積が

増加している。これに伴う遊休農地や耕作放棄地の活用等も検討している。 

  一方で、農地利用についても農業者の高齢化、後継者不足など農業全体での労働力不足

が問題となっており、耕作放棄地の活用は難しい課題となっている。 
 
２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 

強化に向けた産地としての取組方針・目標 

高収益作物への計画的な転換方針として、収益性の高い作物を検討する場の創設、農作

物生産力強化支援事業（町単事業）を拡充し、新規作物導入へのサポートを推進し、収益

性・付加価値の向上を図る。 

 転換作物の生産性の向上に向けた方針として、既存の農用地においては、合筆の促進、

集積・集約化、ブロックローテーションなどを推進、また、関係機関等と連携し情報提供

の場を設置する。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 水田を有効に活用するため、生産者が管理できなくなった水田については、中間管理機

構の事業に取り入れるなどの取組を推進する。 
令和５年度の取組方針として、令和４年度に対象外となった水田は、高齢により管理等



が困難になっているものが多く占めており、耕作放棄等の増加が引き続き予測される。以

降の対応として、ブロックローテーション体系の構築とともに、農業委員会と協力して畑

地を含む農地の貸借に向けた照会を検討する。また、町単独で実施している耕作放棄地を

活用する補助事業や畑地化支援を周知し実施してもらう。これ以外にも高収益作物等の作

付けで定着している農地については、引き続き作付けを継続し本作化してもらうことを目

標とする。 
 また、水稲を組み入れない作付体系が数年以上定着し、畑作物のみを生産し続けている

水田や今後も水稲が作付される見込みがない水田についても、畑地化支援の活用を促して

いく。 
  

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

当町では、畜産が盛んなことから、良質なたいきゅう肥の供給が可能であったた    

め、昔から化学肥料を低減した自然循環型の土づくりが定着している。町の主力品種で

ある「まっしぐら」をはじめ、今年度から本格的な作付けが可能となった「はれわたり」

により、安定した数量の確保等を目指し、良食味・高品質米の生産を行う。                            

また、町農業委員会や青森県農地中間管理機構と連携し、稲作中心の担い手農家への    

土地利用集積を推進し、経営規模拡大・作業受委託を行うことで、経費削減・労働力の

軽減を図る。 

 

（２）備蓄米 

  取組なし。 

 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

飼料用米を活用することにより、コスト低減等肉用牛経営改善につながること 

を周知し、地元畜産業者等と連携した取り組みなど多様な販売経路の導入を図る。         
        生産拡大に当たっては、県設定の産地交付金を活用し多収品種の導入を図るとと

もに、町内の作付主流となっている一般品種での栽培と併せて、地域設定の産地交

付金を活用することによって直播栽培等の低コスト生産の取組を推進する。 
また、地域設定の産地交付金による支援を行い、飼料作物と同様、地元実需者の

必要供給量を把握し、わらの需給利用を目的とした耕畜連携を推進する。 

 

  イ 米粉用米 

    取組なし。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

    取組なし。 

 

  エ WCS 用稲 

自家利用又は耕種農家と畜産農家との連携による稲発酵粗飼料用稲の生産を推 
進し、自給飼料を増産することでコストの低減、自給率向上を図る。 

 

  オ 加工用米 

    取組なし。 

 



（４）麦、大豆、飼料作物 

麦、大豆は取組なし。 

   飼料作物は、地域の畜産の生産拡大及び粗飼料自給率の向上に必要な作物であるこ

とから、栽培管理や適期刈取、排水対策等を関係機関と連携して指導し、収量及び品

質確保を図り、粗飼料自給率の向上と安定生産を目指す。 

 

（５）そば、なたね 

そばは、排水対策を徹底し、適正な肥培管理を行うことで基準単収を確保し、直播

栽培等による低コスト生産の取組を推進し所得向上を図る。また、営農組合による共

同機械利用をはじめとした町全体の作付面積の維持拡大を図る。 

また、環境への負担が少なく付加価値の高いエコファーマー認定の栽培を推奨し、

他産地との差別化を図る。 

   なたねは、取組なし。 

 

（６）地力増進作物 

   取組なし。 

 

（７）高収益作物 

野菜、花き等全般において、適地適作を考慮した作物の生産を図ることで、地産地

消のほか、市場出荷、都市圏のアンテナショップでの販売や、生産物を活かした６次

産業化の取り組みなどにより、所得や販売額の向上を目指す。加えて、小規模でも収

量が採れるスナップエンドウやピーマン等の高単収野菜の作付を推奨し営農の持続を

維持する。 

   高収益作物のうち、にんにくは、「たっこにんにく」の名称で地域商標登録を行

い、町の重点振興作物として重要な基幹作物であるため、農地の集積を図り作付可能

な水田を土壌改良等により有効活用し、町のオリジナル品種「美六姫」の優良な種子

をもとに面積拡大を目指す。えだまめは、緑肥等による地力増進や堆肥を使用した土

壌改良に努め、更なる面積の拡大と、他産地では珍しい枝付きでの販売によって、今

後も差別化を図り販路拡大を目指す。 

      また、環境への負担が少なく付加価値の高いエコファーマーや特別栽培を推奨し、

他産地との差別化を図る。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 

 


